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研究成果の概要（和文）：農業構造改革を推進するには、農業の担い手育成とともに、農地供給のサイドに位置づけら
れる、高齢農業者の円滑な引退が不可欠である。しかし、高齢者農業者の引退年齢は次第に高まる傾向が見られ、引退
を妨げる諸問題が存在する。その傾向が地域差を伴うことに注目し、北海道と東北から数地点を取り上げ、引退の遅延
の原因とメカニズムを、主に資産処分と老後生活の観点から分析した。また、高齢農業者の引退に向けた支援サービス
が展開している米国とカナダで調査を行い、民間会社による農業経営の代行、コンサルタントを通じた計画的引退に関
する情報を収集した。

研究成果の概要（英文）：In Japan, farmer's retirement age has been rising up and it's one of the main 
reasons why regional agriculture can hardly be revitalized. Because such trend is with big difference 
between districts, we have chosen some areas in Hokkaido and Tohoku and have conducted survey in each 
area on the delay of farmer's retirement, maily from the aspects of farm asset transfer and life plan 
after retirement. And we have also conducted research on business support services for elderly farmers 
such as contract farming by private company in the USA and retirement planning supported by business 
consultants in Canada.

研究分野：農業経済学
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１．研究開始当初の背景 

 農業収益の低下と昭和１ケタ世代の農業

者の大量離農を背景に、農地市場は大幅に

緩和し、地代・地価の下落傾向が顕在化し

た。この傾向は農地取得を容易にするので、

農地需要サイドに立てば農業構造改革の促

進要因と見なされる。しかし、供給サイド

から見ると、地代・地価の下落は離農後の

所得を低下させ、新たな生活基盤構築に要

する資金を減少させるため、農業経営者の

引退を遅らせる可能性があり、農業構造改

革の阻害要因となりうる。高齢農業者の離

農は、これに加え、高齢者の生活全般を支

える同居家族の存在、公的年金の受給、さ

らに介護・高齢者医療サービスのあり方に

よって規定される。しかし、農業経営者の

引退に関わる経済的条件や制度的条件に関

する研究はほとんど行われておらず、研究

の空白領域と言える。 

 農業経営者の引退のあり方は地域差をは

らむ。北海道では、後継者不在の農家は農

地等の資産を売却し、資産売却収入によっ

て都市部・市街地に移転して老後の生活基

盤を固める場合が多い。農地売却の困難が

増すと、こうした老後の生活設計は変更を

余儀なくされる。一方、都府県では、あと

つぎが同居し、直系家族を維持する農家が

多数を占め、離農後は農地を貸し付ける場

合が大半で、地代の下落は引退後の所得減

少につながるが、高齢農業者への経済的イ

ンパクトは北海道に比べて大きくはない。

ただし、あとつぎの他出によって直系家族

の変容が進み、高齢夫婦世帯・高齢者単独

世帯が増加しており、北海道と共通する問

題を抱えるケースが増加している。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、①公的年金、介護、高

齢者医療の諸制度の動向、②農家家族の変

容を視野に入れ、後継者がいない農業経営

者の引退行動を資産計画と生活設計に注目

して把握することに置いた。その上で、農

業構造政策と農村福祉政策に関する新たな

知見を得る。 

 

３．研究の方法 

研究は、農家家族の変容を軸にしながら、

年金、介護・高齢者医療の制度変更と農村

部におけるサービスの実態を把握し、その

上で農業経営者の引退行動との因果関係を

解明するという接近が求められる。そのた

め、農業経営、農家家族、年金、介護・高

齢者医療といった複合的な問題領域に接近

するため専門分野が異なる研究者を組織す

るとともに、全体の認識を共通にするため、

農村調査をベースとした研究活動を行った。

農村調査は、農業経営者の引退行動の地域

性を考慮して、北海道と東北の複数の地域

において実施した。また、農業経営者の引

退計画については、米国の農場資産計画

（Farm Estate Planning）等、外国の研究

成果や実践に学ぶ必要があるので、海外調

査を実施した。 
 
４．研究成果 

(1) 北海道・東北での実態調査を通じた農業

経営者の引退行動とその周辺問題の把握 

 北海道と都府県では農業者のライフコース

が大きく異なるが、「農家世帯員に占める基

幹的農業者の割合」に注目すると、1990年代

から現在にいたるまでいずれの地域において

も60歳以上の年齢層において基幹的農業従者

割合が高まる傾向が確認され、農業経営者の

引退が遅延する傾向にあることが確認された。 

 農業からの引退が遅延する要因とその影響

を把握するために、北海道と東北の複数地点

において、農家聞き取り調査とアンケート調

査を実施した。対象としたのは、北海道では、

栗山町（水田作）、旭川市（東旭川地区、水

田作）、中札内村（畑作）、大樹町（酪農）、

富良野市（複合、アンケート調査のみ）、東



北では秋田県大仙市西仙北地区（水田作、山

間地域）、美郷町（水田作、平坦地域）であ

る。秋田県でのアンケート調査は実施できな

かった。また、山形県酒田市での調査を準備

したが、関係機関での聞き取りにとどまり、

農家調査やアンケート調査は実施できなかっ

た。 

 北海道と東北では農家家族の構造が異なる。

イエが確立していない北海道では、農家世帯

員は青年期に就農の選択を迫られ、就農しな

い場合は実家を離れて都市部に居住する。そ

の結果、都府県に比べて高齢者夫婦ないし高

齢単身世帯が形成されやすい。他方、東北で

は農業後継者よりもイエのあとつぎ確保が優

先される。たとえあとつぎが存在しても、農

業に就くとは限らず、地域農業の担い手不在

が顕在化しやすい。 

 以上のような北海道と東北の差異を念頭に、

両地域内部の地域差に踏み込んだ検討を行っ

た。 

北海道では、農地の売買条件が異なる水田

作地域と畑作･酪農地域を取り上げ、農地市場

の条件差と引退行動および引退の遅延の影響

について検討した。 

前者では、農地市場が閉塞し、農地売却に

よる老後生活資金の獲得の見通しが立ちにく

い状況が生じており、それが引退の遅延につ

ながっていることが確認された。これまで北

海道農村では、あとつぎ＝後継者がいない高

齢農業者は、都市部に転出するのが一般的で、

北海道農村は高齢者福祉の課題を免れていた。

しかし、農業からの引退の遅延の延長には高

齢者福祉の課題が存在するのであり、これに

対する本格的な対応を迫られつつある。 

他方、畑作・酪農地域では、農地価格が緩

やかに下落するなかで、農地売却を避け、老

後生活資金としての地代収入獲得のために農

地保有を維持する、比較的経済的余裕をもつ

高齢農業者が広く存在する。農地は売り手・

貸し手市場の様相を呈し、農業からの引退の

遅延を引き起こす要因は強く働いていない。 

東北では、担い手への農地集積によって地

域農業の維持が図られている。その条件をも

つ平坦地域とそれをもたない山間地域を比較

し、後者では地域農業の縮小が進行している

ことが確認された。また秋田県では、いずれ

の地域においても、イエのあとつぎが不在の

農家が増加しており、北海道の農家に接近す

る傾向が確認された。 

高齢者福祉については、集落内でのソーシ

ャルサポートが北海道よりも機能しているが、

高齢者のネックワークに依存している点に限

界がある。地域農業の担い手が存在する地域

を含めて、今後、北海道と同様に、公共セク

ターによる高齢者福祉への依存が強まらざる

を得ないとみられる。 

 

(2) 北米における農業者引退への取り組みに

関する調査活動 

高齢農業者の引退に向けた支援サービス

が展開している米国とカナダで調査を行っ

た。 

米国アイオワ州では、大手ファームマネジ

メントカンパニーであるハーツ社の聞き取

りを 2回にわたり実施した。基本的には農業

経営の代行を行うもので、農場オーナーのリ

スク負担の軽重により複数の契約内容を用

意している。農場オーナーに対する最大の経

済的リターンを追求することにより事業を

拡大しており、市場経済による高齢農業者問

題の解決をはかるものである。 

カナダでは、2 カ年にわたり、オンタリオ

州とケベック州においてコンサルタンティ

ングに基づく計画的引退に関する聞き取り

を行った。両州では政府が行う農業改良普及

事業から民間のコンサルタンティングサー

ビスへの切り替えを進めており、コンサルテ

ィング利用者に対する補助政策を実施して

いる。その重要なテーマのひとつが農業者の

引退計画で、農場資産の相続・処分、農業の



事業継承、老後生活資金確保等の複数の課題

を解決するために、専門家の助言により計画

の樹立と、その実行がはかられている。特に

ケベック州では、各種の「クラブ」組織が形

成され、クラブがコンサルタントを雇用する

点が特徴的である。 

 

(3) その他の研究活動と成果 

A 海外研究者とのセミナー開催 

2011年および2013年の2回，韓国・農村振興

庁において農業の世代継承に関わるセミナー

を開催した。また、2012年には、北海道大学

農学部において、韓国・農業振興庁および英

国・プリマス大学の研究者とともに、同じく

農業の世代継承をテーマとするセミナーを開

催した。関係機関からの一般参加者も加わり，

70名が参加した。 

 

B 研究成果報告書の刊行 

 研究期間中に以下の2つの研究成果報告書

を刊行した。 

①2011年度に実施した調査研究の成果のとり

まとめ 

②2012年度に北海道大学農学部で開催した国

際セミナー（上記）の報告集 
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